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概要説明 報告の流れ

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)社会的背景

事業 的

NEDO

(2)事業の目的
(3)イノベーションプログラムでの位置付け
(4)NEDOが関与する意義
(5)実施の効果

Ⅱ．研究開発マネジメント

(5)実施の効果

(1)事業の目標
(2)事業の計画内容(2)事業の計画内容
(3)研究開発の実施体制
(4)研究の運営管理
(5)情勢変化への対応

Ⅲ．研究開発成果

(5)情勢変化への対応

(1)検討内容
(2)開発目標と達成度

Ⅳ．実用化、事業化の見通し

中村PL

(2)開発目標と達成度

(1)実用化、事業化までのシナリオ
(2)波及効果

Ⅳ．実用化、事業化の見通し
(2)波及効果
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●下水道施設における電力 燃料消費量は 年々増加傾向にある

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について (1) NEDO事業としての妥当性 【背景】

●下水道施設における電力・燃料消費量は、年々増加傾向にある。

下水道における電力消費量は、我国の電力総消費量の約0.7％（約70億kwh）に達している。

下水道のみならず国内外の生活排水及

び事業所廃水への適用が可能な、

省 ネ ギ 性に優れた廃水処理技術

●嫌気性処理の利点：

所用動力・汚泥発生が少ない

●好気性処理の利点省エネルギー性に優れた廃水処理技術

の開発が急務。

●好気性処理の利点：

良好な処理水質

下水道普及率と電力消費量の推移
（出典：下水道統計）

3

（出典：下水道統計）

事業原簿 Ⅰ-1
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Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について

長所 短所

(1) NEDO事業としての妥当性 【目的】

所要動力が少ない 処理水質が悪い

長所 短所

嫌気処理

所要動力が少ない
汚泥発生量が少ない 加温が必要

低濃度廃水に向かない

所要動力が大きい

好気処理
（活性汚泥法）

処理水質が良い
所要動力が大きい
汚泥発生量が多い

●全体目標●全体目標

嫌気性処理と好気性処理の双方の長所を生かし、かつ双方の欠点を克服するために、

加温が不要な嫌気性処理技術と、曝気が不要な好気性処理技術を組み合わせて、

良好な処理水質が得られる省エネルギ 型の廃水処理技術を開発する良好な処理水質が得られる省エネルギー型の廃水処理技術を開発する。

事業原簿 Ⅰ-1 4／44



Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について (1) NEDO事業としての妥当性 【プログラム（１）】

イ ベ シ プ グ ム

本プロジェクトは、 イノベーションプログラム に基づいて実施

１．ＩＴイノベーションプログラム

２．ナノテク・部材イノベーションプログラム

ボ ト 新機械イノベ シ プ グ ム３．ロボット・新機械イノベーションプログラム

４．エネルギーイノベーションプログラム

① 総合エネルギー効率の向上① 総合エネルギ 効率の向上

② 運輸部門の燃料多様化

③ 新エネルギー等の開発・導入促進

イノベーション
プログラム

④ 原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

⑤ 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

環境安心イ ベ シ プ グ ム５．環境安心イノベーションプログラム

６．健康安心イノベーションプログラム

７ 航空機・宇宙産業イノベーションプログラム７．航空機 宇宙産業イノベ ションプログラム

事業原簿 Ⅰ-3 5／44

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について (1) NEDO事業としての妥当性 【プログラム（２）】

6
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エネルギーイノベーションプログラム

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について (1) NEDO事業としての妥当性 【プログラム（３）】

ネルギ イノ ションプ グラム
① 総合エネルギー効率の向上
（「エネルギーイノベーションプログラム基本計画の制定について」から抜粋）

プ グ ム目標プログラム目標
転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における
「製造プロセス向上」 民生・運輸部門における「省エネルギー」など「製造プロセス向上」、民生・運輸部門における「省エネルギ 」など
により、エネルギー消費効率を２０３０年度までに少なくても３０％改
善することを目指す。

技術戦略マップ
●３Ｒ分野
「汚泥系バイオマスを対象とした汚泥発生量を低減する廃水処理技
術術」
●グリ－ンバイオ分野
「生物機能を利用した環境への負荷低減技術」「生物機能を利用した環境への負荷低減技術」

事業原簿 Ⅰ-3 7／44

• 廃水処理における省エネルギー性の向上と放流水質の安全性向上及

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について (1) NEDO事業としての妥当性 【NEDOが関与する意義】

社会
ニーズ

• 廃水処理における省エネルギ 性の向上と放流水質の安全性向上及
び、低コスト化を両立させる、廃水処理システムを構築が急務

技術
シーズ

• 廃水処理技術（嫌気性・好気性処理）：民間企業に高い技術

• 微生物機能解明技術：大学・研究機関等に高い技術
シ ズ

ギ• 廃水処理における省エネルギー化の飛躍的な特性改善のために、成果を実用
化する「産」、サイエンスに遡った技術開発を行う「学」、技術開発支援を行う「官」

NEDOの
関与

とが一体となった研究開発が必要

• NEDOによる産・学・官連携体制の国家的・集中的実施が必要不可欠

技術の
実用化

• 国内外における省エネルギー型廃水処理技術の開発に先駆けた「無曝
気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発」と実用化を達成

目標の
• 国内のみならず、東南アジア等電力事情の劣悪な発展途上国への波及

• グローバルな二酸化炭素の排出削減を図り もって地球温暖化の抑制に貢献目標の
達成

• グローバルな二酸化炭素の排出削減を図り、もって地球温暖化の抑制に貢献

事業原簿 Ⅰ-2 8／44



本プロジェクトでは

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について
（２）実施の効果

本プロジェクトでは、
以下の２つの装置の組み合わせによって開発目標の達成を目指す。

下降流式好気上向流式嫌気 下降流式好気
反応槽
［ DHS（Downflow

上向流式嫌気
反応槽
［ UASB（Upflow

Hanging Sponge） ］
上部から廃水を

供給することで、ス

Anaerobic Sludge 
Blanket） ］

加温不要で低有 供給す 、
ポンジ内に固定さ
れた微生物が空気
中の酸素を利用し

機物濃度の廃水
にも適用可能。

→ 中の酸素を利用し
て廃水を浄化する
装置。

→

省エネかつ汚泥
廃棄物発生量の
大幅低減に寄与

技術開発システムフロー図

→
曝気不要で大きな
省エネ効果を
生み出す

大幅低減に寄与
できる。

生み出す。
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（２）実施の効果【費用対効果】
Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について

研究開発費用
約4.4億円

Ｈ１８-Ｈ２０（３年間）

４兆円
市場規模

４兆円

(普及年数を30年とすると1300億円/年）

省 ネルギ 効果 56万ｋｌ/年省エネルギー効果(2030年） 56万ｋｌ/年

産業廃水 20 000事業所、対象水量：2 000万ｍ3/日産業廃水 20,000事業所、対象水量：2,000万ｍ3/日
このうち、1/3を顕在市場、さらに1/2が普及可能な市場とする。

→3,300事業所、330万ｍ3/日に普及
→70％省エネ実現により19億kwh/年 原油換算46万ｋLの削減効果→70％省エネ実現により19億kwh/年、原油換算46万ｋLの削減効果

生活排水 対象水量：1,000万ｍ3/日
うち / を顕在市場とするこのうち、1/3を顕在市場とする。

→330万ｍ3/日に普及。平均処理水量
→70％省エネ実現により4億kwh/年、原油換算10万ｋLの削減効果

事業原簿 Ⅰ-3 10／44



(1)研究開発目標の妥当性 【目標値】
Ⅱ．研究開発マネジメントについて

活性汚泥法 開発技術

空気

廃水
処理水

活性汚泥法 開発技術

返送汚泥返送汚泥
余剰汚泥

標準活性汚泥法と比べて標準活性汚泥法と比べて

項目 目標値 設定根拠

エネルギー 標準活性汚泥法に対して 従来法0.36kWh/m3-下水に対し
消費量 70％削減

CO2排出量 標準活性汚泥法に対して
70％削減

従来法0.2kg-CO2/m3-下水に対し
70％削減

汚泥発生量 標準活性汚泥法に対して
70％削減

従来法0.29kg-SS/m3-下水に対し

処理水質 標準活性汚泥法に対して 従来法BOD:5.0mg/L，SS:5.3 mg/L，

事業原簿 Ⅱ-1

BOD,SS,大腸菌群数は同程度
g g

大腸菌群数:105～106CFU/100mLに対し

11／44

研究開発項目 平成18年度 平成19年度 平成20年度

(2)研究開発計画の妥当性 【スケジュールと予算】
Ⅱ．研究開発マネジメントについて

研究開発項目 平成18年度 平成19年度 平成20年度

（１） 前段 嫌気処理に関する研究開発
（荏原製作所 国立環境研 長岡技大）

５８ ６４ ４９

（荏原製作所、国立環境研、長岡技大）
（40.8％） （38.1%） （37.1%）

（２） 後段 無曝気好気性処理に関する研究開発
（三機工業、東北大学、鹿児島高専）

６６
（46.5％）

８３
（49.4%）

７０
（53.0%）（３） 廃水処理トータルシステムの開発

（ 機 業）（三機工業）

（４） 下水処理分野への適用に関する研究開発
（土木研究所）

１１ １１ ５

（土木研究所）
（7.7％） （6.5％） （3.8%）

（５） 嫌気性処理技術の動向と国内産業における ７ １０ ８

適用性総合調査（造水促進センター）
（5.0％） （6.0%） （6.1%）

算本事業は共同研究のため 事業費 予算（百万円） １４２ １６８ １３２

予算 3年間合計（百万円） ４４２
事業原簿 Ⅱ-７，８
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本事業は共同研究のため、事業費
(予算）の１／２をＮＥＤＯ負担



プロジェクトリ ダ （独）産業技術総合研究所 中村和憲

(3)研究開発実施体制の妥当性 【実施体制】Ⅱ．研究開発マネジメントについて

再委託
三機工業（株） 東北大学

プロジェクトリーダー （独）産業技術総合研究所 中村和憲
研究開発のマネージメント

三機工業（株）
・後段無曝気好気性処理に関する研究開発
・廃水処理トータルシステムの開発

東北大学
・ＤＨＳ基礎技術研究

委嘱
呉工業高等専門学校

（平成18年度）荏原環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)
(平成18～19)

(株)荏原製作所

（平成18年度）
鹿児島工業高等専門学校

（平成19～20年度）
・システム普及促進のための研究

NEDO

(平成20年度)
・前段嫌気性処理に関する研究開発

（独）国立環境研究所
・無加温嫌気性処理における

システム普及促進のための研究

（独）土木研究所
・下水処理分野への適用に関する研究開発

無加温嫌気性処理における
有機物分解特性の評価

長岡技術科学大学
・嫌気性廃水処理制御方法の研究

（財）造水促進センター
・実用化、事業化の可能性に関する調査
・技術開発委員会の開催

技術開発委員会
事業原簿 Ⅱ-７ 13／31

＜運営管理＞

(4)研究開発実施の事業体制の妥当性 【運営管理(1)】
Ⅱ．研究開発マネジメントについて

技術開発委員会
開催 ： ３回／年
参加者 参画メ バ 委員 各機関担当者 等参加者 ： ＰＬ、ＰＪ参画メンバー、委員、各機関担当者、NEDO等
機能 ： ① 全体認識の統一とプロジェクトの方向性の指導

② 個々の事業の方向性指導、進捗確認
③ 成果確認とその進捗状況に応じた次年度予算配分、方針指導

定例会議（テクニカルミーテイング）定例会議（テク カルミ テイング）

開催 ： １回／２月
参加者 ： PJ参画メンバー、NEDO等

能 成 有 施者 流 等機能 ： 成果・問題点の共有化、実施者間交流の活発化等

進捗フォローアップ会議進捗フォロ アップ会議
開催 ： １回／月
参加者 ： グループ内メンバー、 NEDO等

確 後機能 ： 研究内容の進捗状況確認、今後の方針を協議等

事業原簿 Ⅱ-７，８ 14／44



(4)研究開発実施の事業体制の妥当性 【運営管理(2)】
Ⅱ．研究開発マネジメントについて

【マスコミ ユ ザ への情報発信】【マスコミ、ユーザーへの情報発信】

マスコミ発表や現地見学会によるユーザーの意見を
プロジ クトマネ ジメントに活用プロジェクトマネージメントに活用

上 ニュース放映（KTS)
右上 記者取材発表の様子右上 記者取材発表の様子
右下 ニュース放映（NHK)

事業原簿 Ⅱ-10 15／44

著作権等の都合、内容の印刷を控えさせて頂きます。

(4)研究開発実施の事業体制の妥当性 【運営管理(3)】
Ⅱ．研究開発マネジメントについて

【国際的にも事業成果を発信】

CHEMIKAL ENGNIEERINGINDO CHEM CHEMIKAL ENGNIEERINGINDO CHEM.

著作権等の都合、内容の印刷を控えさせて頂きます。
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(5)情勢変化等への対応
Ⅱ．研究開発マネジメントについて

情勢 対応

2009年に国内では、「海外水循環システム
協議会」の発足、「省水型・環境調和型水
循環プロジェクト」（NEDO)が開始するなど、

プロジェクトについては計画について
大きな変更を行わず、開発目標の達
成に向けて確実な遂行を目指した。

水循環技術の社会的ニーズが高まり、特に
省エネルギー化について注目されている。

該当するプログラムが２００８年に「省エネ
ルギー技術プログラム」から「エネルギーイ

プログラムの変更に際し、基本計画、
実施方針及び実施計画書のプログラ
ム名を変更した 実施内容についてノベーションプログラム」に変更された。 ム名を変更した。実施内容について
は、変更事項無し。

事業原簿 Ⅱ-10 17／44

「無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発」

（事後評価）分科会 資料5-2

エネルギーイノベーションプログラム
総合エネルギー効率の向上

議題5 プロジェクトの全体概要

５．１ 事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメントについて
５ ２ 研究開発成果 及び実用化 事業化の見通しについて５．２ 研究開発成果、及び実用化・事業化の見通しについて

NEDO技術開発機構 環境技術開発部NEDO技術開発機構 環境技術開発部

２００９年 １０月 １６日
18／44



(1)検討内容【開発システム】

①前段嫌気処 関する 究開発

Ⅲ．研究開発成果について

①
②

①前段嫌気処理に関する研究開発
無加温条件下における、安定かつ
効果的な嫌気発酵法の確立

②後段好気性処理技術の開発
ＤＨＳの形状 構造の最適化ＤＨＳの形状、構造の最適化

③処理システムの開発③

システムとしての目標の達成度評価
難分解性廃水への適用性評価
下水処理への適用性評価下水処理 の適用性評価

実用化、事業化の可能性に関する調査
技術動向・市場動向、市場規模、波及効果、実
用化までの課題の検討とロードマップ作成用 課題 検討 ッ 作成

事業原簿 Ⅱ-7,8 19／44

Ⅲ．研究開発成果について

①前段嫌気処理に関する研究開発

(1)検討内容【開発システム①】

①前段嫌気処理に関する研究開発

無加温条件下における、安定かつ効果的な嫌気発酵法の確立
嫌気性微生物による有機物の分解およびメタン化に関するメカニズムの把握嫌気性微生物による有機物の分解およびメタン化に関するメカニズムの把握

下水を対象とした実証試験

ＵＡＳＢ実証プラント試験

集積培養試験 小型プラント試験

無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価（国立環境研究所）

反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発（荏原）

嫌気廃水処理制御方法の研究 （長岡技科大）

事業原簿 Ⅱ-7,8 20／44



反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発（荏原）

UASBパイロットプラント実験結果(水温とガス発生量の変化）目的

Ⅲ．研究開発成果について

(目的

・無加温UASB処理性能の実証
下水の中温消化汚泥を種汚泥とし
た場合の立ち上げ運転方法の把握

35

2008/7/1～2009/2/20
実験経過後397日～631日

17 9 28 5℃（ 23 8℃）た場合の立ち上げ運転方法の把握。
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パイロットプラントUASB本体

高さ 有効容量

流入下水 UASB処理水 除去率

UASB処理成績（08/7/1~09/2/20期間の平均値）成果

月/日1.5m×2.8m×高さ5m 有効容量20.2m3

流入下水

(mg/L）

UASB処理水

(mg/L）

除去率

（％）

CODcr 400 145 63.8

SS 195 61 68 7

・定常運転時ではCODcr除去率
63.8％、SS除去率68.7％の安定した
処理結果が得られた。

21／44

SS 195 61 68.7

事業原簿 Ⅲ.2.1-1～8

反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発(荏原)

UASB槽内の汚泥性状の変化

Ⅲ．研究開発成果について

鉛直方向の汚泥濃度分布の変化下部汚泥の沈降速度、SVIの変化

UASB槽内の汚泥性状の変化
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(MLSS濃度4000～6000mg/L

サ プリ グ位置 槽底部から

実験開始1年後において汚泥の沈降性が
改善し、UASB槽内汚泥濃度が増加するこ
とにより安定した処理が可能とな た

22／44

サンプリング位置：槽底部から0.75m) とにより安定した処理が可能となった。

事業原簿 Ⅲ.2.1-1～8



Ⅲ ．研究成果について 無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価 (国立環境研究所)

(1)集積培養による固形有機物の常温分解特性の評価

下水SS集積培養におけるメタン生成 下水SS分解速度の水温による変化

(1)集積培養による固形有機物の常温分解特性の評価

・20℃でも下水SSの分解は進行し，
約8-9割の有機物がメタン化した。

・下水SSの分解速度は，20℃まで維持。
水温15℃では大きく低下。

・有機酸の蓄積は観察されず，
SSの加水分解・酸生成が律速段階。

・冬季にSSの分解が律速になり易い。

事業原簿 Ⅲ.2.1-9, 10 23／44

Ⅲ ．研究成果について 無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価 (国立環境研究所)

(2) パイロ トプラントUASB槽における保持汚泥性状の評価

UASB槽汚泥のセルロース含量 UASB槽汚泥のメタン生成活性

(2) パイロットプラントUASB槽における保持汚泥性状の評価

・低水温期における保持汚泥への
セル スの蓄積と 高水温期に

・UASB槽汚泥の沈降性改善は，
メタ 生成細菌 集積化を促すセルロースの蓄積と，高水温期に

おける分解の進行を確認。 (Day 344〜 610：汚泥の沈降性改善後
水温低下に依らず継続的に活性増加)

メタン生成細菌の集積化を促す。

事業原簿 Ⅲ.2.1-10, 11 24／44

水温低下に依らず継続的に活性増加)



Ⅲ．研究開発成果について 嫌気性廃水処理制御方法の研究(長岡技科大)

下水処理UASBリアクターの低水温期における制御法に関わる基礎的知見を収集することを

30300
流入下水 処理水 処理水温

目的とし、長岡中央浄化センター(寒冷地)に小型UASBリアクターを設置し連続運転を行った
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水温15℃以下の低温期間が 3ヶ月程度であれば、流入負荷を低下させることなく

長岡中央浄化センターの初沈流入水
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運転の継続が可能 (水温10℃程度まで対応可能)

Ⅲ．研究開発成果について 嫌気性廃水処理制御方法の研究(長岡技科大)
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ることから、グラニュールの一部崩壊と、汚泥濃
度の低下が観察された。

１）消化汚泥を植種したリアクター保持汚泥は、SVI 20〜60mL/gSSの良好な沈降性を維持した。）消化汚泥を植種 リアクタ 保持汚泥 、 g 良好な沈降性を維持 。
２）反応槽容積設計で必要な、汚泥（VSS）収率 0.013gVSS/gCODremovedが求まった（COD-VSS負荷

0.047gCOD/gVSS/dayにおける）。
３）汚泥引き抜きに関して、頻度はVSS収率が低いことから1〜2年に1度程度でも対応可能であり、

時期はSS成分の捕捉効果を維持するため低温水期を避けて実施し（春期以降の気温上昇期）
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時期はSS成分の捕捉効果を維持するため低温水期を避けて実施し（春期以降の気温上昇期）、
場所はグラニュールの一部崩壊が見られる最下部 から が望ましいと考えられた



Ⅲ．研究開発成果について

②後段好気性処理技術の開発

(1)検討内容【開発システム②】

ＤＨＳの最適化

②後段好気性処理技術の開発

下水を対象とした実証試験
新型DHSの性能評価ＤＨＳの最適化 新型DHSの性能評価
DHS生物の特性

反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発（三機工業）

ＤＨＳ基礎技術研究（東北大学）

事業原簿 Ⅱ-7,8 27／44

ＤＨＳ設計基準・構造・操作因子

Ⅲ．研究開発成果について 反応槽の設計基準、構造、操作因子（三機工業）

ＤＨＳ設計基準・構造・操作因子

4ｍ程度の流下長で安定した処理水質が得られた4ｍ程度の流下長で安定した処理水質が得られた。

曝気動力をかけずに、BOD除去が良好に行えた。
反面 SSの除去が不得手であることが明らかとなった

事業原簿 Ⅲ.2.2-8 28／44

反面、SSの除去が不得手であることが明らかとなった。



DHSの酸素供給能力 → kLa（総括酸素移動容量係数）を用いて

Ⅲ．研究開発成果について ＤＨＳ基礎技術研究-DHS担体の基礎的特性-（東北大学）

DHSの酸素供給能力 （総括酸素移動容量係数）を用
スポンジ担体の物理的な酸素吸収能を調査

DHS KLa  14.8 ~ 46.6 (h-1)

活性汚泥法 KLa 6 ~ 33 (h-1)活性汚泥法 KLa 6  33 (h )
(Zamouche et al., Desalinetion, 206, 414-423, 2007.)

無曝気にも関わらず 活性汚泥法と同等の酸素供給能

事業原簿 Ⅲ.2.2-11〜12 29／44

無曝気にも関わらず、活性汚泥法と同等の酸素供給能

Ⅲ．研究開発成果について

③廃水処理ト タルシステムの開発

(1)検討内容【開発システム③】

システムとしての目標の達成度評価

③廃水処理トータルシステムの開発

下水処理分野への適用評価

水質向上

難分解性廃水への応用

染色廃水
フェノール廃水廃
（ラボスケールテスト）

省エネルギ 性
トータルシステムの開発 （三機工業）

省エネルギー性
汚泥発生量
処理水質 下水処理分野への適用に関する研究開発（土木研究所）

システム普及促進のための研究 （呉・鹿児島高専）
30／44事業原簿 Ⅱ-7,8



Ⅲ．研究開発成果について トータルシステムの開発（三機工業）

UASB DHSパイロットプラントによる実下水処理UASB-DHSパイロットプラントによる実下水処理

水質調査から所要システム構成を検討

事業原簿 Ⅲ.2.3-2～3 31／44

UASB-DHS-砂ろ過システムを確立

Ⅲ．研究開発成果について トータルシステムの開発（三機工業）

UASB DHSパイロットプラントによる実下水処理

(目標 活性汚泥法比 ７０％)

UASB-DHSパイロットプラントによる実下水処理

汚泥発生量、エネルギー消費量、CO2排出量を調査

(目標：活性汚泥法比 －７０％)

標準活性汚泥法 UASB-DHS-砂ろ過

汚泥発生量

[kg SS/m3 sew ]
0.288 0.043 －85%

[kg-SS/m3-sew.]

エネルギー消費量
[kWh/m3 sew]

0.359 0.097 －73%
[kWh/m3-sew]

二酸化炭素排出量
[kWh/m3-sew]

0.199 0.054 －73%
[kWh/m -sew]

パイロットプラント試験によって、所期の
汚泥発生量 消費エネルギ 量 CO 排出量削減効果を確認した

事業原簿 Ⅲ.2.3-4～6 32／44

汚泥発生量、消費エネルギー量、CO2排出量削減効果を確認した。



(1) UASB DHSシステムに適した砂ろ過技術の基礎開発

Ⅲ．研究開発成果について 下水処理分野への適用に関する研究開発(土木研究所)

意図的に流入水質を悪化さ
せた場合（ Ｈの変化 低濃

(1) UASB-DHSシステムに適した砂ろ過技術の基礎開発
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(2) UASB-DHSシステムの下水処理分野への適用性評価

Ⅲ．研究開発成果について 下水処理分野への適用に関する研究開発(土木研究所)

国内温暖地域の小規模下水道への適用性調査

(2) UASB DHSシステムの下水処理分野 の適用性評価

コストは低いか？
九州・沖縄地方，小規模：計画人口1,000～10,000人

計画人口 維持管理費削減率 年費用削減率

コストは低いか？

全費用削減率

標準活性汚泥法との比較

計画人口 維持管理費削減率 年費用削減率
（人） (%) (%)
1 000 18 11

全費用削減率

1,000 18 11
5,000 18 8
10,000 18 8,

標準活性汚泥法よりも汚泥処理 エネルギ 費を削減可能

全費用＝（維持管理費＋建設費）の年費用換算値
建設費＝標準活性汚泥法と同等と仮定

標準活性汚泥法よりも汚泥処理・エネルギー費を削減可能。
処理場の維持管理費の約2割、建設費も含めた全費用の約1割を削減できる可能性が
あり、経済性の問題が導入の阻害要因となる可能性は低い。

事業原簿Ⅲ.2.3-10 34／44



産業排水への適用性調査

Ⅲ．研究開発成果について システム普及促進のための研究（呉・鹿児島高専）

産業排水への適用性調査

②

有機系で処理が難しい2つの排水の処理実験を行った。

①染色排水（嫌気好気による脱色）
BOD：250 mg/L、SS：200 mg/L
着色度：6,000

②フェノール排水（生物毒性あり）
国内化学メーカで処理が課題
高濃度処理（CODｃｒ：2,000 mg/L）の可能性

廃水種 処理システム 流入負荷 HRT 除去率

着 度 , , g

染色系

（実廃水）
UASB-DHS

0.2 ~ 0.8
kgBOD/m3/d

29 hr
BOD  90%
着色度 約60%（実廃水） kgBOD/m3/d 着色度 約60%

フェノール系

（模擬廃水）
UASB-DHS

2.3
kgCOD/m3/d

28 hr COD 99%
（模擬廃水） kgCOD/m3/d

染色系廃水、フェノール系廃水への適用可能性が示された。

事業原簿 Ⅲ.2.3-15～18 35／44

(2)開発目標と目標の達成度Ⅲ．研究開発成果について

目標 達成度 本開発（UASB-DHS-砂ろ過）

エネルギー消費量：
◎

73%削減
（汚泥処理含めると

活性汚泥法に対して70%削減 ◎ （汚泥処理含めると

推定78%削減）

二酸化炭素排出量：
◎

73%削減
処 含めると

二酸化炭素排出量：
活性汚泥法に対して70%削減 ◎ （汚泥処理含めると

推定77%削減）

汚泥発生量汚泥発生量：
活性汚泥法に対して70%削減 ◎ 85%削減

処理水質処理水質：
活性汚泥法と同程度

（放流基準 BOD 15mg/L, SS 40mg/L）
（H17下水道統計平均値BOD 5 0 /L ○

BOD：5.6 mg/L
S S：8.0 mg/L

（H17下水道統計平均値BOD 5.0mg/L,
SS 5.3mg/L）

（国分隼人ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 消毒前大腸菌群数
3 8×105CFU/100mL）

○
g/

消毒前大腸菌群数：
1.9×105CFU/100mL

3.8×105CFU/100mL）

事業原簿 Ⅲ.1-1 36／44



(2)開発目標と目標の達成度【特許出願と論文等の発表】Ⅲ．研究開発成果について

特許出願 ５ 件特許出願 ５ 件

論文発表 １３ 件

口頭発表（学会等） ４８ 件

新聞、雑誌等 ９ 件

事業原簿 添5－１ 37／44

省エネルギ 効果

（１）実用化・事業化までのシナリオ【省エネルギー効果】
Ⅳ．実用化・事業化の見通しについて

省エネルギー効果

電力 原油電力

ｋWh/年

原油

ｋL/年
産業廃水分野 億 万産業廃水分野 １９億 ４６万

生活排水分野 ４億 １０万

合計 ２３億 ５６万

原単位：生活排水1m3当たり0 44kWh原単位：生活排水1m 当たり0.44kWh
産業廃水1m3当たり2.2kWh

電力1kWh=0.243L原油事業原簿 Ⅳ-5 38／44



（１）実用化・事業化までのシナリオ【実用化のイメージ】
Ⅳ．実用化・事業化の見通しについて

本事業の実用化は、「国内及び海外市場において、商業ベースで実規模の
UASB＋DHSシステムを受注・建設する」ところまでを指す。

実用化のイメージ実用化のイメージ実用化のイメージ

省エネルギー・・・・・・・・・・・・・・・・・70%以上の省エネルギー性を確保

実用化のイメージ実用化のイメージ実用化のイメージ

省 ネルギ 70%以上の省 ネルギ 性を確保

温暖化ガス発生量削減・・・・・・・・・70%以上の温暖化ガス発生量削減を確保

汚泥削減・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・汚泥発生量を70%以上削減

処理水質・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・活性汚泥法と同等の水質

本開発技術は実用化の可能性が高い
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（１）実用化・事業化までのシナリオ【成果の実用化可能性】
Ⅳ．実用化・事業化の見通しについて

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量７０％削減

目標を達成しているか

ﾈ ｷ 消費量 削減
CO2発生量７０％削減
汚泥発生量７０％削減

処理水質活性汚泥法並み

ニ ズにマッチしているか

YES

ニーズにマッチしているか

YES

市場は十分にあるか

実用化の可能性大YES 実用化の可能性大YES

• 実用化の可能性は大きい
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実用化の可能性は大きい



（１）実用化・事業化までのシナリオ【実用化の課題と解決方針】
Ⅳ．実用化・事業化の見通しについて

【実用化までの課題 】

国内産業廃水分野 2009～2012年

【解決方針 】

実績がない
コストダウン

各種廃水 の適用

バイオエタノール廃水処理での実績
仕様の標準化、装置のユニット化
処理データの蓄積

各種廃水への適用
処 デ タ 蓄積

国内生活排水分野 2010～2015年

型式認定
既設対応

普及方法の検討→認定取得

（産業廃水での実績ができてから、

国内生活排水分野 2010～2015年

総量規制地域対応
（産業廃水 実績 、
中・長期的に取り組む）

海外市場 2009 2012年

相手国機関、企業との連携
設計会社とのパートナーシップ確立

案件形成

海外市場 2009～2012年

事業原簿 Ⅳ-5 41／44

事業化までのシナリオⅣ．実用化・事業化の見通しについて

短期 長期
2009～2014年 2025～

国

中期
分野

2015～2024年
課題

バイオエタノール国
内
産
業

廃
水

実績がない
コストダウン
各種廃水への適用

　　　　バイオエタノール
　　　　　廃液処理で実績
　　　　　　標準化・ユニット化
　　　処理データの蓄積

普及・実用化

国
内
生

排
水

型式認定
既設対応
総量規制対応

普及方法の検討
（普及対象の絞り込み）

既設への対応検討

　　　　　　　　　　　　普及・実用化
　　　　　　　　　　　　（新規小規模）

　　　　　　普及・実用化生
活

水
総量規制対応

海
外

既設への対応検討
N、P除去

普及 実用化
　　　　　　　（既設大規模）

相手受け入れ機関
現地企業との連携

　
普及・実用化外

市
場

案件形成
現地企業との連携

設計会社との
パートナーシップ確立

　　　　　　　　　　　　　　普及 実用化

• 国内産業廃水への普及を優先的に取り組む
• 国内生活排水市場への普及は中・長期的に取り組む
• 海外市場はインド・バングラディシュなど低緯度地域への普及を図る

事業原簿 Ⅳ-6

海外市場はインド ングラディシ など低緯度地域 の普及を図る
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市場規模と経済効果

波及効果（１）Ⅳ．実用化・事業化の見通しについて

市場規模と経済効果

対象水量 平均設備費 成功率
普及
年数

市場規模

千 3/ 千円/ 3 年 百万円/年
事業所数適用分野

千m3/日 千円/m3 - 年 百万円/年
産業廃水分野
（食品・飲料、繊維・
染色 紙パルプ 印染色、紙パルプ、印
刷、化学、石油製
品、ゴム製品、電子
部品 デバイス 輸

20,000 20,000 500 1/6 30 55,556

部品･デバイス、輸
送機械など）
生活排水
（新設下水処理場） 10,000 10,000 700 1/3 30 77,778

• 産業廃水分野で５５５億円

• 生活排水分野で７７７億円 の経済効果が見込まれる

（新設下水処理場） , , ,

産業廃水は製造プロセスからの廃水と考え、該当業種ごとの新規補給水量から原料及びボイラ用水量を差し引
いて推定した(平成18 年度工業統計より）

生活排水については、上水道と下水道の普及人口のギャップ＝給水人口－処理区域人口 の生活排水処理設
備が新たに必要と仮定し さらに給水量≒生活排水量と仮定して対象水量を求め １箇所当たりの処理水量を備が新たに必要と仮定し、さらに給水量≒生活排水量と仮定して対象水量を求め、１箇所当たりの処理水量を
1,000m3/日と仮定して事業所数を推定した（平成18年度下水道統計、および平成18年度日本の水資源より）
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海外への普及

波及効果（２）Ⅳ．実用化・事業化の見通しについて

海外への普及

400
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300
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150

200

0

50

100

ヨーロッパ 北米 アフリカ アジア 南米 オーストラリア
0

50

ヨーロッパ 北米 アフリカ アジア 南米 オーストラリア
オセアニア オセアニア 

1995年 ■と2025年■における世界の都市用水需要（単位：十億ﾄﾝ/年）

ず ジ が• 国内のみならずアジア地域への普及が期待される

• グローバルな二酸化炭素排出量削減により地球温暖化の抑制に貢献
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出典：Assessment of Water Resources and Water Availability in the World;Prof. I, A. 

Shiklomanov, 1996（WMO発行）



実施の効果【費用対効果の根拠】 参考資料Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について

研究開発費用
約4.4億円

Ｈ１８-Ｈ２０（３年間）

市場規模 ４兆円

省エネルギー効果
(2030年）

56万ｋｌ／年
(2030年）

万 年

事業所数 対象水量 平均設備費 導入率
普及可能な
市場規模業種 市場規模

千m 3/日 千円/m 3 - 百万円

産業廃水 20,000 20,000 500 1/6 1,666,667

生活排水（新設下水処理場） 10,000 10,000 700 1/3 2,333,333

合計 4 000 000

業種

合計 4,000,000

普及年
数

市場規模
エネルギー

原単位

エネル
ギー削減

率

電力削減量
報告書用に
記載の数字

原油換
算係数

原油削減量
報告書用に
記載の数字

年
百万円/

kWh/ 3 ％ 千kWh/年 億kWh/年 kWh/L kL/年 万kL/年

業種

年
百万円

年
kWh/m 3 ％ 千kWh/年 億kWh/年 kWh/L kL/年 万kL/年

産業廃水 30 55,556 2.2 70% 1,873,667 19 0.243 455,301 46

生活排水（新設下水処理場） 30 77,778 0.44 70% 374,733 4 0.243 91,060 10

合計 133,333 2,248,400 23 546,361 56

事業原簿 p.Ⅰ-3

合計 , , , ,


